
中
期
財
政
計
画

（
2
0
1
9
〜
2
0
2
1
年
度
）

⻑
期
財
政
⾒
通
し
（
2
0
2
2
〜
2
0
2
8
年
度
）

〜
次
世
代
に
つ
な
ぐ
安
定
し
た
財
政
運
営
を
め
ざ
し
て
〜

全
員

協
議

会
資

料
平

成
３

０
年

（
2
0
1
8
）

１
２

月
２

０
日

財
政

部
財

政
課

2
0
1
8
年

1
2
⽉

財
政
部

財
政
課

報
告

財
１



Ⅰ
財
政
計
画
の
策
定
に
つ
い
て

１
は
じ
め
に
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
３

２
計
画
期
間
及
び
対
象
会
計
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
３

Ⅱ
策
定
⽅
針
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
４

Ⅲ
計
画
数
値
の
推
計
⽅
法

１
全
般
的
な
考
え
⽅
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
５

２
歳
⼊
に
関
す
る
事
項
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
５

３
歳
出
に
関
す
る
事
項
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
６

Ⅳ
中
期
財
政
計
画
及
び
⻑
期
財
政
⾒
通
し

１
歳
⼊
計
画
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
８

２
歳
出
計
画
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
９

３
年
度
別
推
計
値
（
歳
⼊
）
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
10

４
年
度
別
推
計
値
（
歳
出
）
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
11

５
普
通
交
付
税
の
計
画
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
12

６
市
債
残
⾼
及
び
公
債
費
の
計
画
・
・
・
・
・
・
・
・
・
13

７
実
質
公
債
費
⽐
率
・
将
来
負
担
⽐
率
の
計
画
・
・
・
・
14

Ⅴ
ま
と
め
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
15

※
本
計
画
は
、
現
⾏
制
度
に
基
づ
い
て
策
定
し
て
お
り
、
予
算
編
成
の
基
本
的
な
指
針
・
枠
組
を
⽰
す
も
の
で
あ
る
。
各
年
度
の

予
算
は
、
本
計
画
を
基
本
と
し
な
が
ら
も
、
今
後
の
社
会
保
障
及
び
税
制
の
制
度
改
正
、
国
の
予
算
編
成
の
動
向
等
を
踏
ま
え

て
編
成
す
る
た
め
、
本
計
画
と
は
必
ず
し
も
⼀
致
し
な
い
。



20
15
年
度
(H
27
)に
出
雲
市
財
政
計
画
【
計
画
期
間
:2
01
6(
H
28
)〜

20
25
年
度
】
を
策
定
し
て
か
ら
３
年

が
経
過
し
、
20
19
年
10
⽉
1⽇
か
ら
の
消
費
税
率
10
％
へ
の
引
上
げ
に
伴
う
影
響
、
⾼
齢
化
の
進
展
等
に

伴
う
社
会
保
障
費
の
増
加
、
地
⽅
交
付
税
の
算
定
⽅
法
の
⾒
直
し
と
い
っ
た
国
の
政
策
動
向
や
社
会
経
済

情
勢
の
変
化
、
近
年
増
加
し
続
け
て
い
る
外
国
⼈
住
⺠
と
の
共
⽣
を
は
じ
め
と
す
る
新
た
な
⾏
政
ニ
ー
ズ

へ
の
対
応
等
、
本
市
を
取
り
巻
く
状
況
は
⼤
き
く
変
化
し
て
い
る
。

ま
た
、
出
雲
市
⾏
財
政
改
⾰
第
１
期
実
施
計
画
を
進
め
⼀
定
の
効
果
を
上
げ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

こ
う
し
た
状
況
を
踏
ま
え
、
20
19
年
度
か
ら
20
21
年
度
ま
で
の
３
年
間
の
中
期
財
政
計
画
期
間
を
中
⼼

に
、
次
世
代
に
⾼
負
担
を
強
い
る
こ
と
の
な
い
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
⾏
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、

20
28
年
度
ま
で
の
今
後
10
年
間
を
⾒
通
し
た
財
政
計
画
を
策
定
す
る
も
の
で
あ
る
。

①
計
画
期
間

20
19
年
度
か
ら
20
28
年
度

・
20
19
〜
20
21
年
度
の
3年

間
⇒

中
期
財
政
計
画

（
予
算
編
成
の
指
針
・
枠
組
と
し
て
⽰
す
計
画
値
）

・
20
22
〜
20
28
年
度
の
7年

間
⇒

⻑
期
財
政
⾒
通
し
（
中
期
財
政
計
画
の
数
値
を
ベ
ー
ス
と
し
た
将
来
推
計
）

②
対
象
会
計

普
通
会
計
（
⼀
般
会
計
、
診
療
所
事
業
特
別
会
計
、
ご
縁
ネ
ッ
ト
事
業
特
別
会
計
、
⾼
野
令
⼀
育
英
奨
学
事
業
特
別
会
計
）

２
計
画
期
間
及
び
対
象
会
計

１
は
じ
め
に

3



⾏
政
の
効
率
性
を
⾼
め
な
が
ら
、
財
政
⼒
に
⾒
合
っ
た
歳
出
規
模
と
な
る
よ
う
計
画
し
、
期
間
後
半
に
は
70
0億
円

程
度
の
⽔
準
と
す
る
。

１
歳
出
規
模
の
抑
制

類
似
団
体
の
約
2倍

で
あ
る
市
債
残
⾼
〔
20
17
年
度
末
(H
29
)：
1,
02
0億

円
〕
に
つ
い
て
新
規
発
⾏
債
の
抑
制
等
を

⾏
い
、
計
画
の
最
終
年
度
に
は
80
0億

円
程
度
に
縮
減
す
る
。

計
画
の
最
終
年
度
に
は
、
実
質
公
債
費
⽐
率
を
13
％
未
満
、
将
来
負
担
⽐
率
を
12
0%

未
満
に
抑
え
る
。

〔
20
17
年
度
(H
29
)
⼭
陰
12
市
平
均
：
実
質
公
債
費
⽐
率
13
.3
％
、
将
来
負
担
⽐
率
11
2.
7％

〕

３
健
全
化
指
標
の
改
善

収
⽀
が
⾚
字
と
な
る
場
合
は
、
財
政
調
整
基
⾦
及
び
減
債
基
⾦
〔
20
17
年
度
末
(H
29
)基
⾦
残
⾼
：
50
億
円
〕

か
ら
の
繰
⼊
を
⾏
い
、
収
⽀
の
バ
ラ
ン
ス
を
図
る
こ
と
と
な
る
が
、
将
来
的
に
基
⾦
が
枯
渇
す
る
こ
と
が
な
い
よ
う
、

最
低
で
も
基
⾦
残
⾼
20
億
円
以
上
を
確
保
す
る
。

４
基
⾦
残
⾼
の
確
保

２
市
債
残
⾼
の
縮
減

4



Ⅲ

20
17
年
度
(H
29
)決
算
、
20
18
年
度
(H
30
)予
算
及
び
現
時
点
で
想
定
さ
れ
る
後
年
度
の
事
業
⾒
通
し

を
踏
ま
え
た
う
え
で
、
出
雲
市
⾏
財
政
改
⾰
実
施
計
画
に
基
づ
く
事
務
事
業
の
⾒
直
し
や
公
共
施
設
の

⾒
直
し
に
よ
る
影
響
を
反
映
さ
せ
る
と
と
も
に
、
20
19
年
10
⽉
か
ら
の
消
費
税
率
引
上
げ
（
8％

⇒
10
％
）

を
反
映
し
推
計
し
た
。

１
全
般
的
な
考
え
⽅

（
１
）
市
税

➣
税
⽬
ご
と
に
過
去
の
実
績
及
び
20
18
年
度
(H
30
)決
算
⾒
込
額
を
ベ
ー
ス
に
推
計

➣
法
⼈
市
⺠
税
は
、
20
15
年
度
(H
27
)及
び
20
16
年
度
(H
28
)税
制
改
正
に
伴
う
減
額
の
影
響
を
考
慮
し
推
計

➣
固
定
資
産
税
及
び
都
市
計
画
税
は
、
3年
ご
と
の
評
価
替
え
に
よ
る
影
響
を
反
映
し
推
計

➣
軽
⾃
動
⾞
税
は
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
時
に
導
⼊
さ
れ
る
環
境
性
能
割
、
種
別
割
を
反
映
し
推
計

（
２
）
地
⽅
譲
与
税
及
び
交
付
⾦

➣
地
⽅
消
費
税
交
付
⾦
は
、
消
費
税
率
の
引
上
げ
に
伴
う
増
加
を
反
映
し
推
計

➣
消
費
税
率
引
上
げ
時
か
ら
導
⼊
予
定
の
森
林
環
境
譲
与
税
及
び
⾃
動
⾞
税
環
境
性
能
割
交
付
⾦
を
反
映

➣
地
⽅
譲
与
税
、
そ
の
他
の
交
付
⾦
等
は
、
現
⾏
制
度
が
継
続
さ
れ
る
も
の
と
し
て
、
20
18
年
度
(H
30
)決
算
⾒
込
額

と
同
⽔
準
と
し
て
推
計

２
歳
⼊
に
関
す
る
事
項

5



（
３
）
地
⽅
交
付
税

①
普
通
交
付
税
及
び
臨
時
財
政
対
策
債

➣
現
⾏
の
交
付
税
制
度
に
よ
り
、
20
18
年
度
(H
30
)算
定
額
を
ベ
ー
ス
に
推
計

➣
合
併
算
定
替
に
よ
る
特
例
加
算
措
置
が
段
階
的
に
縮
減
し
、
20
22
年
度
に
は
完
全
な
⼀
本
算
定
と
な
る
も
の

と
し
推
計

➣
20
18
年
3⽉
に
公
表
さ
れ
た
国
⽴
社
会
保
障
・
⼈
⼝
問
題
研
究
所
の
⼈
⼝
推
計
を
反
映

(ア
)基
準
財
政
需
要
額

・
個
別
、
包
括
算
定
経
費

20
18
年
度
(H
30
)算
定
を
ベ
ー
ス
に
伸
び
率
0と
し
推
計

・
事
業
費
補
正
及
び
公
債
費

積
上
げ
に
よ
り
推
計

・
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
⽣
事
業
費
」
に
伴
う
需
要
額
は
、
20
19
年
度
以
降
も
継
続
さ
れ
る
も
の
と

し
て
、
20
18
年
度
(H
30
)算
定
ベ
ー
ス
で
推
計

(イ
)基
準
財
政
収
⼊
額

市
税
、
譲
与
税
、
交
付
⾦
等
に
連
動
し
て
推
計
（
地
⽅
消
費
税
交
付
⾦
に
つ
い
て
は
、
20
19
年
10
⽉
か
ら

の
消
費
税
率
引
上
げ
に
伴
う
増
加
分
を
反
映
）

(ウ
)臨
時
財
政
対
策
債

財
源
不
⾜
分
（
需
要
額
－
収
⼊
額
）
に
連
動
し
て
推
計

②
特
別
交
付
税

交
付
税
額
総
額
に
占
め
る
割
合
は
現
⾏
制
度
の
6％
と
し
、
近
年
の
決
定
額
と
同
⽔
準
と
し
て
推
計

（
４
）
使
⽤
料
・
⼿
数
料

現
⾏
制
度
を
ベ
ー
ス
に
推
計

（
５
）
国
・
県
⽀
出
⾦

現
段
階
で
把
握
可
能
な
制
度
に
基
づ
き
、
歳
出
に
連
動
さ
せ
て
推
計

（
６
）
市
債

現
⾏
制
度
（
対
象
事
業
、
充
当
率
等
）
を
前
提
に
、
歳
出
に
連
動
さ
せ
て
推
計

6



（
１
）
義
務
的
経
費

①
⼈
件
費

②
扶
助
費

③
公
債
費

（
２
）
投
資
的
経
費

新
公
会
計
制
度
に
お
け
る
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率
（
資
産
⽼
朽
化
率
）
の
⾼
い
体
育
施
設
等
の
更
新
事
業

費
や
現
在
想
定
さ
れ
る
建
設
事
業
費
を
積
上
げ
推
計
す
る
が
、
計
画
期
間
の
後
半
は
⼀
定
規
模
の
事
業
費
を
確
保

す
る
よ
う
に
推
計

（
３
）
そ
の
他
の
経
費

➣
会
計
年
度
任
⽤
職
員
制
度
導
⼊
に
伴
う
影
響
を
考
慮
し
推
計

➣
⾏
財
政
改
⾰
実
施
計
画
に
基
づ
く
事
務
事
業
の
⾒
直
し
や
公
共
施
設
の
⾒
直
し
に
よ
る
影
響
を
加
味
し
推
計

➣
過
去
の
実
績
を
ベ
ー
ス
に
、
現
時
点
で
想
定
さ
れ
る
後
年
度
予
定
事
業
費
を
積
上
げ
推
計

➣
管
理
経
費
等
に
つ
い
て
は
、
20
18
年
度
(H
30
)当
初
予
算
を
ベ
ー
ス
に
推
計

３
歳
出
に
関
す
る
事
項

（
７
）
そ
の
他
の
収
⼊

過
去
の
実
績
等
を
勘
案
し
、
収
⼊
⾒
込
額
を
推
計

7

職
員
数
は
、
退
職
者
と
同
程
度
の
採
⽤
を
⾒
込
み
推
計
（
再
任
⽤
職
員
を
含
む
）

過
去
の
実
績
を
ベ
ー
ス
に
、
⼀
定
の
伸
び
を
⾒
込
み
、
⼈
⼝
の
推
移
(⾼
齢
者
⼈
⼝
、
児
童
⼈
⼝

等
)や
現
時
点
で
想
定
さ
れ
る
後
年
度
予
定
事
業
費
を
積
上
げ
推
計

新
規
発
⾏
債
の
利
率
に
つ
い
て
は
、
現
⾏
借
⼊
利
率
と
同
利
率
を
⾒
込
み
、
積
み
上
げ
て
推
計
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20
24

計
画

20
25
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20
26
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画

20
27

計
画

20
28

計
画

歳
入

そ
の

他
収

入

市
債

国
県

支
出

金

地
方

交
付

税

市
税

（
百

万
円

）

（
年
度

）

中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

１
地
方
交
付
税
は
、
普
通
交
付
税
の
合
併
算
定
替
の
特
例
加
算
措
置
が

終
わ
る
2
0
2
2
年
度
に
は
、
約
1
7
8
億
円
と
な
る
見
込
み

２
市
税
は
、
個
人
市
民
税
や
固
定
資
産
税
の
伸
び
も
あ
り
、
2
1
0
億
円
前
後

で
推
移

３
2
0
1
9
年
度
～
2
0
2
1
年
度
は
、
次
期
可
燃
ご
み
処
理
施
設
整
備
等
の
大
規

模
事
業
に
よ
り
、
国
庫
補
助
金
や
市
債
が
一
時
的
に
増
加
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Ⅳ
中
期
財
政
計
画
及
び
⻑
期
財
政
⾒
通
し

（
H2
9)

（
H3
0)
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39

4 
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43

 
14

,2
22

 
17

,4
37
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8,
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5,
43

0 
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3 
5,
21

2 
5,
13

3 
5,
14
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9,
99
5 

10
,4
59

 
6,
86
6 

6,
99
1 

6,
99
6 

7,
10
4 

7,
21
4 

7,
32
2 

7,
41
2 

7,
52
2 

7,
55
2 

7,
58
2 

18
,9
51

 
18
,7
17

 
21
,5
62

 
20
,9
26

 
20
,9
61

 

20
,2
75

 
20
,0
54

 
19
,8
45

 
19
,9
59

 
19
,5
13

 
19
,1
42

 
19
,0
29

 

歳
出

合
計

80
,0
71

 
歳

出
合

計
78
,4
92

 
歳

出
合

計
78
,6
24

 

歳
出

合
計

81
,6
86

 

歳
出

合
計

85
,1
11

 
歳

出
合

計
74
,2
55

 
歳

出
合

計
75
,1
99

 
歳

出
合

計
71
,3
47

 
歳

出
合

計
71
,5
93

 
歳

出
合

計
71
,0
29

 
歳

出
合

計
70
,5
08

 
歳

出
合

計
70
,0
09

 

0

10
,0
00

20
,0
00

30
,0
00

40
,0
00

50
,0
00

60
,0
00

70
,0
00

80
,0
00

90
,0
00

20
17

決
算

20
18

見
込

20
19

計
画

20
20

計
画

20
21

計
画

20
22

計
画

20
23

計
画

20
24

計
画

20
25

計
画

20
26

計
画

20
27

計
画

20
28

計
画

歳
出

そ
の

他
支

出

繰
出

金

投
資

的
経

費

公
債

費

扶
助

費

人
件

費

（
百

万
円
）

（
年
度
）

中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

１
扶
助
費
は
、
障
が
い
者
福
祉
や
子
育
て
支
援
制
度
の
給
付
費
の
伸
び
に
よ
り
、
2
0
1
8
年

度
(H
3
0
)と

比
較
し
、
2
0
2
8
年
度
に
は
約
1
0
億
円
増
加
見
込
み

２
公
債
費
は
、
新
規
発
行
債
の
抑
制
等
に
よ
り
、
2
0
1
8
年
度
(H
3
0
)と

比
較
し
、
2
0
2
8
年
度

に
は

約
2
7
億

円
減

少
見

込
み

３
投
資
的
経
費
は
、
次
期
可
燃
ご
み
処
理
施
設
整
備
等
の
大
規
模
事
業
が
あ
り
、
一
時
的

に
1
7
0
億
円
を
超
え
る
規
模
と
な
る
が
、
計
画
期
間
後
半
は
、
5
0
億
円
程
度
で
推
移

４
下
水
道
事
業
へ
の
繰
出
金
に
つ
い
て
は
、
2
0
1
9
年
度
か
ら
の
公
営
企
業
法
適
用
化
の

た
め
、
約
3
0
億
円
を
繰
出
金
か
ら
、
そ
の
他
支
出
（
補
助
費
等
）
へ
変
更
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区
分

類
似

団
体

平
均

（
参

考
）

2
0
1
7
(H
2
9
)

決
算

額

2
0
1
8
(H
3
0
)

決
算

見
込

額
（
9
月

現
在

）

2
0
1
9

計
画

値

2
0
2
0

計
画

値

2
0
2
1

計
画

値

2
0
2
2

計
画

値

2
0
2
3

計
画

値

2
0
2
4

計
画

値

2
0
2
5

計
画

値

2
0
2
6

計
画

値

2
0
2
7

計
画

値

2
0
2
8

計
画

値

2
0
1
9
～

2
0
2
8

合
計

歳 入

市
税

2
8
,2
3
1

2
1
,6
5
3

2
1
,6
5
1

2
1
,5
5
3

2
1
,4
3
4

2
1
,1
7
4

2
1
,0
2
3

2
1
,0
2
4

2
0
,8
2
8

2
0
,8
2
8

2
0
,8
2
8

2
0
,6
3
1

2
0
,6
3
0

2
0
9
,9
5
3

分
担

金
及

び
負

担
金

5
8
3

1
,6
1
6

1
,4
7
4

1
,1
4
0

8
1
2

8
6
3

7
3
3

7
1
1

7
4
4

7
4
2

7
0
8

7
0
8

7
0
8

7
,8
6
9

使
用

料
及

び
手

数
料

1
,5
3
2

1
,9
6
8

1
,9
7
2

1
,9
2
5

1
,8
8
7

1
,8
8
9

1
,8
9
7

1
,8
9
3

1
,8
8
8

1
,8
9
3

1
,8
9
1

1
,8
8
8

1
,8
8
4

1
8
,9
3
5

財
産

収
入

2
4
2

3
1
5

1
6
3

1
4
7

1
2
3

1
2
3

1
2
2

1
2
2

1
2
2

1
2
1

1
2
1

1
2
1

1
2
1

1
,2
4
3

寄
附

金
3
9
1

4
3
3

3
4
3

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
3
1

3
,3
1
0

繰
入

金
1
,6
5
5

2
,6
3
2

1
,3
0
4

7
9
3

1
,2
1
8

1
,5
7
2

7
4
3

9
3
8

4
6
1

3
3
1

3
2
9

3
3
0

3
2
8

7
,0
4
3

繰
越

金
2
,4
6
3

1
,3
9
4

7
1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0

諸
収

入
2
,9
6
4

1
,9
4
7

1
,8
9
4

1
,9
4
9

1
,9
3
2

1
,8
3
7

1
,6
7
5

1
,6
6
1

1
,6
6
4

1
,6
5
1

1
,6
4
4

1
,6
2
1

1
,6
1
4

1
7
,2
4
8

自
主

財
源

計
3
8
,0
6
1

3
1
,9
5
8

2
9
,5
1
3

2
7
,8
3
8

2
7
,7
3
7

2
7
,7
8
9

2
6
,5
2
4

2
6
,6
8
0

2
6
,0
3
8

2
5
,8
9
7

2
5
,8
5
2

2
5
,6
3
0

2
5
,6
1
6

2
6
5
,6
0
1

地
方

譲
与

税
5
9
7

1
,1
2
4

1
,1
4
0

1
,1
7
2

1
,1
7
2

1
,1
7
2

1
,1
8
5

1
,1
8
5

1
,1
8
5

1
,2
0
1

1
,2
0
1

1
,2
0
1

1
,2
0
1

1
1
,8
7
5

地
方

消
費

税
交

付
金

3
,1
8
0

3
,0
5
6

3
,1
7
3

3
,1
0
0

3
,7
8
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
,9
6
0

3
8
,5
6
0

そ
の

他
交

付
金

7
5
0

5
1
7

5
0
9

4
8
7

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
3
5

4
,4
0
2

地
方

交
付

税
7
,1
1
5

2
0
,9
1
7

1
9
,7
5
0

1
9
,4
7
8

1
8
,0
8
5

1
7
,9
6
9

1
7
,7
8
0

1
7
,3
2
3

1
7
,2
5
9

1
7
,2
0
8

1
6
,8
3
2

1
6
,7
4
9

1
6
,4
6
2

1
7
5
,1
4
5

普
通

交
付

税
6
,1
7
1

1
8
,6
4
0

1
7
,6
0
0

1
7
,3
7
8

1
5
,9
8
5

1
5
,8
6
9

1
5
,6
8
0

1
5
,2
2
3

1
5
,1
5
9

1
5
,1
0
8

1
4
,7
3
2

1
4
,6
4
9

1
4
,3
6
2

1
5
4
,1
4
5

特
別

交
付

税
9
4
4

2
,2
7
7

2
,1
5
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
,1
0
0

2
1
,0
0
0

国
庫

支
出

金
8
,7
1
4

9
,9
1
7

9
,7
7
5

1
0
,6
3
5

1
2
,4
9
6

1
4
,6
0
1

1
0
,6
7
8

1
0
,8
5
2

1
0
,0
6
5

1
0
,4
9
4

1
0
,1
3
4

1
0
,4
4
7

1
0
,6
9
3

1
1
1
,0
9
5

県
支

出
金

4
,2
3
0

5
,8
4
7

6
,5
2
3

6
,2
9
0

6
,3
4
0

6
,2
1
8

6
,3
3
7

6
,3
3
0

6
,2
3
9

6
,4
1
6

7
,1
3
2

6
,7
2
0

6
,3
8
9

6
4
,4
1
1

市
債

4
,9
7
7

8
,1
2
9

8
,1
0
9

9
,4
5
8

1
1
,2
3
8

1
2
,4
2
0

7
,1
0
6

8
,1
3
6

6
,1
3
9

5
,4
8
3

5
,0
1
0

5
,1
4
5

5
,2
0
7

7
5
,3
4
2

通
常

債
4
,7
2
4

5
,7
6
6

5
,7
5
9

7
,2
7
1

8
,9
6
8

1
0
,1
6
8

4
,8
1
8

5
,9
1
4

3
,9
4
4

3
,2
9
2

2
,8
7
3

3
,0
3
8

3
,1
4
0

5
3
,4
2
6

臨
時

財
政

対
策

債
2
5
3

2
,3
6
3

2
,3
5
0

2
,1
8
7

2
,2
7
0

2
,2
5
2

2
,2
8
8

2
,2
2
2

2
,1
9
5

2
,1
9
1

2
,1
3
7

2
,1
0
7

2
,0
6
7

2
1
,9
1
6

依
存

財
源

計
2
9
,5
6
3

4
9
,5
0
7

4
8
,9
7
9

5
0
,6
2
0

5
3
,5
4
6

5
6
,7
7
5

4
7
,4
8
1

4
8
,2
2
1

4
5
,2
8
2

4
5
,1
9
7

4
4
,7
0
4

4
4
,6
5
7

4
4
,3
4
7

4
8
0
,8
3
0

歳
入

計
（
Ａ
）

6
7
,6
2
4

8
1
,4
6
5

7
8
,4
9
2

7
8
,4
5
8

8
1
,2
8
3

8
4
,5
6
4

7
4
,0
0
5

7
4
,9
0
1

7
1
,3
2
0

7
1
,0
9
4

7
0
,5
5
6

7
0
,2
8
7

6
9
,9
6
3

7
4
6
,4
3
1

※
類

似
団

体
平

均
は

、
人

口
1
5
万

人
以

上
で
産

業
構

造
が

類
似

し
て
い
る
2
0
団

体
の

2
0
1
7
(H
2
9
)決

算
を
基

に
し
た
人

口
1
人

当
た
り
額

に
、
出

雲
市
の

人
口

を
乗

じ
た
額

中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し
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中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

11

区
分

類
似

団
体

平
均

（
参

考
）

2
0
1
7
(H
2
9
)

決
算

額

2
0
1
8
(H
3
0
)

決
算

見
込

額
（
9
月

現
在

）

2
0
1
9

計
画

値

2
0
2
0

計
画

値

2
0
2
1

計
画

値

2
0
2
2

計
画

値

2
0
2
3

計
画

値

2
0
2
4

計
画

値

2
0
2
5

計
画

値

2
0
2
6

計
画

値

2
0
2
7

計
画

値

2
0
2
8

計
画

値

2
0
1
9
～

2
0
2
8

合
計

歳 出

人
件

費
1
0
,0
7
9

1
1
,1
4
6

1
1
,3
7
9

1
1
,2
3
3

1
1
,2
8
2

1
1
,3
2
7

1
1
,3
2
9

1
1
,4
1
9

1
1
,4
0
8

1
1
,4
2
3

1
1
,3
6
5

1
1
,3
8
0

1
1
,4
1
4

1
1
3
,5
8
0

扶
助

費
1
3
,8
6
8

1
7
,0
5
8

1
7
,0
4
4

1
7
,3
5
5

1
7
,7
8
5

1
7
,8
6
0

1
7
,8
8
6

1
7
,9
2
0

1
7
,9
5
3

1
7
,9
8
9

1
8
,0
2
3

1
8
,0
5
6

1
8
,0
9
1

1
7
8
,9
1
8

公
債

費
6
,1
3
4

1
3
,2
6
3

1
1
,4
1
7

1
0
,7
6
5

1
0
,4
8
0

1
0
,5
3
0

1
0
,2
8
9

9
,7
5
6

9
,3
8
9

9
,6
2
7

9
,3
9
4

9
,2
4
5

8
,7
4
4

9
8
,2
1
9

義
務

的
経

費
計

3
0
,0
8
1

4
1
,4
6
7

3
9
,8
4
0

3
9
,3
5
3

3
9
,5
4
7

3
9
,7
1
7

3
9
,5
0
4

3
9
,0
9
5

3
8
,7
5
0

3
9
,0
3
9

3
8
,7
8
2

3
8
,6
8
1

3
8
,2
4
9

3
9
0
,7
1
7

普
通

建
設

事
業

費
9
,1
1
4

9
,5
5
5

9
,3
0
8

1
0
,7
8
3

1
4
,1
6
2

1
7
,3
7
7

7
,3
1
2

8
,7
7
6

5
,3
7
0

5
,1
2
3

5
,1
5
2

5
,0
7
3

5
,0
8
9

8
4
,2
1
7

災
害

復
旧

事
業

費
6
9

1
0
3

1
6
8

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0

6
0
0

投
資

的
経

費
計

9
,1
8
3

9
,6
5
8

9
,4
7
6

1
0
,8
4
3

1
4
,2
2
2

1
7
,4
3
7

7
,3
7
2

8
,8
3
6

5
,4
3
0

5
,1
8
3

5
,2
1
2

5
,1
3
3

5
,1
4
9

8
4
,8
1
7

物
件

費
9
,3
2
5

1
0
,7
7
2

1
0
,7
4
3

1
0
,9
1
6

1
0
,8
7
2

1
0
,9
9
0

1
0
,4
2
0

1
0
,4
5
4

1
0
,4
4
5

1
0
,6
2
4

1
0
,4
5
7

1
0
,2
4
4

1
0
,3
2
6

1
0
5
,7
4
8

維
持

補
修

費
7
4
5

4
5
9

6
6
6

5
9
9

5
2
5

5
5
8

5
4
6

4
8
5

5
3
2

5
5
0

4
8
3

4
9
0

4
8
1

5
,2
4
9

補
助

費
等

5
,3
6
9

4
,7
1
5

5
,3
3
1

8
,9
5
5

8
,4
3
6

8
,2
9
6

8
,1
9
4

8
,0
1
4

7
,7
6
8

7
,6
8
8

7
,4
7
6

7
,3
1
2

7
,1
2
6

7
9
,2
6
5

積
立

金
1
,3
4
6

1
,6
2
1

1
,2
0
8

3
4
3

3
4
9

3
7
0

3
6
8

3
5
4

3
5
3

3
5
0

3
5
0

3
4
9

3
4
9

3
,5
3
5

投
資

及
び
出

資
金

・
貸

付
金

2
,0
6
2

1
,3
8
4

7
6
9

7
4
9

7
4
4

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
4
7

7
,4
6
9

繰
出

金
6
,6
2
0

9
,9
9
5

1
0
,4
5
9

6
,8
6
6

6
,9
9
1

6
,9
9
6

7
,1
0
4

7
,2
1
4

7
,3
2
2

7
,4
1
2

7
,5
2
2

7
,5
5
2

7
,5
8
2

7
2
,5
6
1

そ
の

他
の

経
費

計
2
5
,4
6
7

2
8
,9
4
6

2
9
,1
7
6

2
8
,4
2
8

2
7
,9
1
7

2
7
,9
5
7

2
7
,3
7
9

2
7
,2
6
8

2
7
,1
6
7

2
7
,3
7
1

2
7
,0
3
5

2
6
,6
9
4

2
6
,6
1
1

2
7
3
,8
2
7

歳
出

計
（
Ｂ
）

6
4
,7
3
1

8
0
,0
7
1

7
8
,4
9
2

7
8
,6
2
4

8
1
,6
8
6

8
5
,1
1
1

7
4
,2
5
5

7
5
,1
9
9

7
1
,3
4
7

7
1
,5
9
3

7
1
,0
2
9

7
0
,5
0
8

7
0
,0
0
9

7
4
9
,3
6
1

歳
入

歳
出

差
引

（
Ａ
）
－

（
Ｂ
）

2
,8
9
3

1
,3
9
4

0
△

1
6
6

△
4
0
3

△
5
4
7

△
2
5
0

△
2
9
8

△
2
7

△
4
9
9

△
4
7
3

△
2
2
1

△
4
6
△

2
,9
3
0

【
参

考
】
次

期
可

燃
ご
み

処
理

施
設

整
備

事
業

を
除

く
歳

出
計

6
4
,7
3
1

7
9
,9
8
4

7
7
,8
3
1

7
7
,1
5
0

7
6
,6
5
1

7
3
,6
8
6

7
4
,2
4
9

7
5
,1
9
9

7
1
,3
4
7

7
1
,5
9
3

7
1
,0
2
9

7
0
,5
0
8

7
0
,0
0
9

7
3
1
,4
2
1

財
政

調
整

基
金

及
び
減

債
基

金
残

高
8
,8
1
0

4
,9
9
3

4
,8
5
8

4
,7
0
6

4
,3
1
2

3
,7
7
6

3
,5
3
6

3
,2
4
7

3
,2
2
8

2
,7
3
5

2
,2
6
8

2
,0
5
3

2
,0
1
3

繰
入

額
－

1
,2
5
0

8
0
0

1
6
6

4
0
3

5
4
7

2
5
0

2
9
8

2
7

4
9
9

4
7
3

2
2
1

4
6

積
立

額
－

6
6
6

6
6
5

1
4

9
1
1

1
0

9
8

6
6

6
6

地
方

債
現

在
高

5
4
,3
9
3

1
0
1
,9
9
6

1
0
0
,7
9
5

1
0
0
,1
6
9

1
0
1
,5
5
2

1
0
4
,0
2
7

1
0
1
,3
9
8

1
0
0
,3
3
1

9
7
,5
7
2

9
3
,8
8
5

8
9
,9
2
5

8
6
,2
1
9

8
3
,0
4
8

う
ち
通

常
債

分
－

6
9
,7
0
8

6
8
,3
3
3

6
7
,8
7
9

6
9
,4
7
8

7
2
,1
8
8

6
9
,8
3
7

6
9
,1
1
6

6
6
,5
4
5

6
3
,1
1
2

5
9
,1
8
2

5
5
,5
6
5

5
2
,5
5
7

う
ち
臨

時
財

政
対

策
債

分
－

3
2
,2
8
8

3
2
,4
6
2

3
2
,2
9
0

3
2
,0
7
4

3
1
,8
3
9

3
1
,5
6
1

3
1
,2
1
5

3
1
,0
2
7

3
0
,7
7
3

3
0
,7
4
3

3
0
,6
5
4

3
0
,4
9
1

実
質

公
債

費
比

率
（
％

）
5
.2

1
6
.6

1
6
.0

1
4
.9

1
4
.0

1
3
.6

1
3
.6

1
3
.4

1
2
.9

1
2
.7

1
2
.6

1
2
.7

1
2
.3

将
来

負
担

比
率

（
％

）
5
3
.9

1
6
5
.4

1
6
5
.8

1
6
5
.9

1
6
7
.8

1
6
9
.4

1
6
3
.7

1
5
9
.5

1
5
1
.6

1
4
4
.9

1
3
6
.4

1
2
6
.5

1
1
7
.1

収 ⽀ 不 ⾜ 額 に 充 当

(百
万
円
）



18
,6
40

 
17

,6
00

 
17

,3
78

 
15

,9
85

 
15

,8
69

 
15

,6
80

 
15

,2
23

 
15

,1
59

 
15

,1
08

 
14

,7
32

 
14

,6
49

 
14

,3
62

 

2,
36

3 

2,
35

0 
2,
18

7 

2,
27

0 
2,
25

2 
2,
28

8 
2,
22

2 
2,
19

5 
2,
19

1 
2,
13

7 
2,
10

7 
2,
06

7 

合
計

21
,0
03

 
合

計
19

,9
50

 
合

計
19

,5
65

 
合

計
18

,2
55

 
合

計
18

,1
21

 
合

計
17

,9
68

 
合

計
17

,4
45

 
合

計
17

,3
54

 
合

計
17

,2
99

 
合

計
16

,8
69

 
合

計
16

,7
56

 
合

計
16

,4
29

 

0

5,
00
0

10
,0
00

15
,0
00

20
,0
00

20
17

決
算

20
18

見
込

20
19

計
画

20
20

計
画

20
21

計
画

20
22

計
画

20
23

計
画

20
24

計
画

20
25

計
画

20
26

計
画

20
27

計
画

20
28

計
画

グ
ラ
フ

タ
イ
ト
ル

臨
時

財
政

対
策

債

普
通

交
付

税

（
百
万
円

）

（
年

度
）

中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

１
普
通
交
付
税
と
臨
時
財
政
対
策
債
を
合
わ
せ
た
実
質
的
な
普
通
交
付
税
総
額

は
、
20
18
年
度
(H
30
)⾒
込
み
の
約
20
0億
円
か
ら
、
20
28
年
度
に
は
約
16
4億

円
と
な
り
、
約
36
億
円
の
⼀
般
財
源
が
減
少
す
る
⾒
込
み

２
合
併
算
定
替
の
特
例
措
置
に
よ
る
上
乗
せ
分
の
縮
減
額
は
、
合
併
後
の
市
町
村

の
姿
に
対
応
し
た
交
付
税
算
定
の
⾒
直
し
に
よ
り
、
合
併
特
例
措
置
に
よ
る
影

響
額
が
約
22
億
円
ま
で
復
元
す
る
⾒
込
み
と
な
っ
た
も
の
の
、
市
税
等
の
増
加

に
伴
う
基
準
財
政
収
⼊
額
の
増
加
や
公
債
費
縮
減
に
伴
う
交
付
税
措
置
額
の
減

少
等
に
よ
り
、
計
画
最
終
年
度
の
20
28
年
度
に
は
約
16
4億
円
ま
で
減
少
す
る

⾒
込
み

（
H
29
)

（
H
30
)
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32
,2
88

32
,4
62

32
,2
90

32
,0
74

31
,8
39

31
,5
61

31
,2
15

31
,0
27

30
,7
73

30
,7
43

30
,6
54

30
,4
91

69
,7
08

 
68

,3
33

 
67

,8
79

 
69

,4
78

 
72

,1
88

 
69

,8
37

 
69

,1
16

 
66

,5
45

 
63

,1
12

 
59

,1
82

 
55

,5
65

 
52

,5
57

 

合
計

10
1,
99

6 
合

計
10

0,
79

5 
合

計
10

0,
16

9 

合
計

10
1,
55

2 

合
計

10
4,
02

7 
合

計
10

1,
39

8 
合

計
10

0,
33

1 
合

計
97

,5
72

 
合

計
93

,8
85

 
合

計
89

,9
25

 
合

計
86

,2
19

 
合

計
83

,0
48

 

12
,6
15

 

11
,4
15

  10
,7
64

 
10

,4
79

 
10

,5
29

 
10

,2
88

 
9,
75

5 
9,
38

8 
9,
62

6 
9,
39

3 
9,
24

4 
8,
74

3 

(8
,0
00
)

(5
,0
00
)

(2
,0
00
)

1,
00
0

4,
00
0

7,
00
0

10
,0
00

13
,0
00

40
,0
00

20
,0
000

20
,0
00

40
,0
00

60
,0
00

80
,0
00

10
0,
00
0

12
0,
00
0

20
17

決
算

20
18

見
込

20
19

計
画

20
20

計
画

20
21

計
画

20
22

計
画

20
23

計
画

20
24

計
画

20
25

計
画

20
26

計
画

20
27

計
画

20
28

計
画

公 債 費 （ 百 万 円 ）

市 債 残 高 （ 百 万 円 ）

通
常

債

臨
時

財
政

対
策

債

公
債

費

（
年

度
）

（
※
繰
上
償
還
額
及
び
一
時
借
入
金
利
子
を
除
く
）

中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

１
市
債
残
⾼
は
、
次
期
可
燃
ご
み
処
理
施
設
整
備
等
の
⼤
規
模
事
業
に

よ
り
⼀
時
的
に
増
加
す
る
も
の
の
、
こ
れ
ま
で
の
市
債
の
繰
上
償
還

や
新
規
発
⾏
債
の
抑
制
等
に
よ
り
、
計
画
最
終
年
度
に
は
市
債
残
⾼

が
約
83
0億
円
程
度
ま
で
縮
減
す
る
⾒
込
み

２
公
債
費
は
、
20
23
年
度
に
は
10
0億
円
を
下
回
り
、
20
28
年
度
に
は

約
87
億
円
と
な
る
⾒
込
み

13
（
H
29
)
（
H
30
)



16
.6

16
.0

14
.9

14
.0

13
.6

13
.6

13
.4

12
.9

12
.7

12
.6

12
.7

12
.3

16
5.
4

16
5.
8

16
5.
9

16
7.
8

16
9.
4

16
3.
7

15
9.
5

15
1.
6

14
4.
9

13
6.
4

12
6.
5

11
7.
1

50709011
0

13
0

15
0

17
0

1012141618202224

H
30

見
込

20
19

計
画

20
20

計
画

20
21

計
画

20
22

計
画

20
23

計
画

20
24

計
画

20
25

計
画

20
26

計
画

20
27

計
画

20
28

計
画

将 来 負 担 比 率 （ ％ ）

実 質 公 債 費 比 率 （ ％ ）

実
質
公
債
費
⽐
率

（
市
債
の
返
済
額
及
び
こ
れ
に
準
じ
る
額
の
⼤
き
さ
を
指
標
化
し
、

資
⾦
繰
り
の
危
険
度
を
⽰
す
も
の
）

将
来
負
担
⽐
率

（
市
債
や
将
来
⽀
払
っ
て
い
く
可
能
性
の
あ
る
負
担
等
の
残
⾼
の

程
度
を
指
標
化
し
、
将
来
の
財
政
を
圧
迫
す
る
可
能
性
が
⾼
い

か
ど
う
か
を
⽰
す
も
の
） 中
期
財
政
計
画

⻑
期
財
政
⾒
通
し

＜
ポ
イ
ン
ト
＞

１
実
質
公
債
費
⽐
率
は
、
市
債
の
元
利
償
還
額
の
減
少
に
伴
い
、

計
画
最
終
年
度
の
20
28
年
度
に
は
12
.3
％
ま
で
改
善
す
る
⾒
込
み

〈
20
17
年
度
(H
29
)⼭
陰
12
市
平
均

13
.3
％
〉

２
将
来
負
担
⽐
率
は
、
市
債
残
⾼
の
減
少
等
に
伴
い
、
計
画
最
終
年

度
に
は
、
11
7.
1％
ま
で
改
善
す
る
⾒
込
み

〈
20
17
年
度
(H
29
)⼭
陰
12
市
平
均
11
2.
7％
〉

７
実
質
公
債
費
⽐
率
・
将
来
負
担
⽐
率
の
計
画

（
H
29
)

（
H
30
)
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Ⅴ
〜
次
世
代
に
⾼
負
担
を
強
い
る
こ
と
の
な
い
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
め
ざ
し
て
〜

20
14
年
度
(H
26
)か
ら
３
年
間
の
⾏
財
政
改
⾰
の
集
中
的
な
取
組
と
し
て
、
補
助
⾦
・
負
担
⾦
の
⾒
直
し
を
は
じ
め
、

使
⽤
料
・
⼿
数
料
の
適
正
化
、
市
債
の
繰
上
償
還
や
新
規
発
⾏
債
の
抑
制
等
を
実
施
し
て
き
た
結
果
、
実
質
公
債
費

⽐
率
は
、
20
16
年
度
(H
28
)決
算
で
市
債
発
⾏
の
許
可
が
不
要
と
な
る
18
％
を
下
回
る
こ
と
が
で
き
た
。
将
来
負
担
⽐
率

に
つ
い
て
も
、
20
16
年
度
(H
28
)に

17
0％

を
切
る
な
ど
、
財
政
健
全
化
指
標
に
つ
い
て
は
改
善
傾
向
に
あ
る
が
、
他

団
体
と
⽐
べ
る
と
依
然
と
し
て
⼤
き
な
開
き
が
あ
る
。

歳
⼊
⾯
で
は
、
市
税
が
20
14
年
度
(H
26
)か
ら
４
年
連
続
で
21
0億
円
を
超
え
る
な
ど
堅
調
に
推
移
し
て
い
る
。
し
か

し
、
本
市
の
歳
⼊
の
３
割
を
占
め
る
普
通
交
付
税
は
、
算
定
⽅
法
の
⾒
直
し
に
よ
り
復
元
す
る
部
分
は
あ
る
も
の
の
、

合
併
特
例
措
置
の
段
階
的
な
縮
減
や
公
債
費
縮
減
に
伴
う
交
付
税
措
置
額
の
減
少
等
に
よ
り
、
⼀
本
算
定
と
な
る
20
22

年
度
に
向
け
て
減
少
し
て
い
く
こ
と
に
変
わ
り
は
な
い
。

歳
出
⾯
で
は
、
次
期
可
燃
ご
み
処
理
施
設
や
新
体
育
館
、
学
校
再
編
に
よ
る
新
設
⼩
学
校
等
の
⼤
規
模
な
建
設
事
業

費
の
増
に
加
え
、
障
が
い
者
福
祉
や
⼦
育
て
⽀
援
制
度
の
給
付
費
の
伸
び
に
伴
う
扶
助
費
の
増
、
多
⽂
化
共
⽣
に
向
け

た
取
組
な
ど
、
新
た
な
財
政
需
要
も
⽣
じ
て
き
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
単
独
事
業
を
中
⼼
に
、
地
域
振
興
基
⾦
等
の
特
定
⽬
的
基
⾦
を
相
当
程
度
活
⽤
し
て
も
な
お
、
計
画
期

間
中
の
全
て
の
年
度
に
お
い
て
収
⽀
不
⾜
が
⽣
じ
て
お
り
、
財
政
調
整
基
⾦
・
減
債
基
⾦
か
ら
総
額
30
億
円
を
繰
り
⼊

れ
る
こ
と
に
よ
り
収
⽀
の
均
衡
を
図
る
な
ど
、
依
然
と
し
て
厳
し
い
財
政
状
況
と
⾔
え
る
。

こ
の
こ
と
か
ら
、
次
世
代
に
⾼
負
担
を
強
い
る
こ
と
の
な
い
持
続
可
能
な
財
政
運
営
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
雇
⽤

創
出
・
定
住
促
進
・
⼈
材
育
成
等
、
将
来
に
つ
な
が
る
施
策
に
予
算
を
優
先
的
に
配
分
す
る
と
と
も
に
、
⾏
財
政
改
⾰

⼤
綱
及
び
⾏
財
政
改
⾰
実
施
計
画
の
⽅
針
に
基
づ
く
取
組
を
、
引
き
続
き
推
進
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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※ 出雲市財政計画 用語の解説 

1 

 

【財政全般】 

普通会計 個々の地方公共団体で会計の範囲が異なっており、財政比較や統一的な

掌握が困難なため、総務省の定める基準により地方財政統計上用いられ

ている会計 

財政調整基金 

及び減債基金 

年度間の財源の不均衡を調整するため、及び市債の償還を計画的に行う

ための基金 

 

 

【歳入関係】 

地方譲与税 国税として徴収した税を、一定の基準により地方公共団体に譲与するもの

（地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、航空機燃料譲与税、森林環境

譲与税など） 

地方消費税交付金 県における地方消費税収入額の２分の１に相当する額について、人口（国

勢調査）及び従業者数（事業所統計）で、一定の基準により市町村に交付

されるもの 

地方交付税 国税（所得税・法人税・酒税・消費税・地方法人税）の一定割合を財源とし

て、全ての自治体が一定の行政サービスを提供できるよう、財源の保障と

不均衡を調整する一定の基準により地方公共団体に交付されるもの 

地方交付税の総額は、国の予算編成時期に策定される「地方財政計画」

の中で決定され、一定のルールに基づき地方公共団体ごとに算定された

額が配分される。 

 普通交付税 普通交付税は、地方交付税の総額の94％を占め、各地方公共団体の財

源不足額（基準財政需要額が基準財政収入額を超える額）に対して交付

される。 

 特別交付税 特別交付税は、地方交付税の総額の6％を占め、普通交付税の算定に反

映することのできなかった特別な財政需要（災害等）を考慮し、普通交付税

の機能を補完し交付されるもの 

 基準財政需要額 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的かつ妥当

な水準の行政を行い、または施設を維持するに必要な財政需要を一定の

方法によって算定した額 

 基準財政収入額 普通交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体の財政力を合理的

に測定するために、標準的な状態で徴収が見込まれる税収等を一定の方

法によって算定した額 

市債 

（通常債） 

市が投資的事業等を実施する場合に、国や民間金融機関などから長期的

に借り入れる資金のこと（主に、学校や道路・公園などの建設事業の財源） 

臨時財政対策債 地方交付税の交付原資の不足に伴い、地方交付税に代わる地方一般財

源として発行可能となる特例的な地方債。本来、地方交付税として交付さ

れるべき額の不足分を直接市が借金をして調達するもの（借金の元利償

還金は、後年度の普通交付税に100％算入される） 



※ 出雲市財政計画 用語の解説 

2 

 

【歳出関係】 

義務的経費 その支出が義務づけられており、任意に節減できない硬直性の高い経費 

 

人件費 
職員の給料や手当、議員や各種審議会の委員などに支払われる報酬など

の経費 

扶助費 
社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障がい者等に対

して行う各種支援に要する経費 

公債費 市が借り入れた借金（市債や一時借入金）の元利償還金など 

投資的経費 社会資本整備など支出の効果が長期にわたり資本形成に向けられる経費 

 

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、公園などの公共施設の新増設などに要する経費 

災害復旧事業費 災害によって生じた被害の復旧に要する経費 

その他の経費 義務的経費、投資的経費以外の経費 

 

物件費 
賃金や旅費、備品購入費、物品のリース料、施設管理のための光熱水費

や委託料などの経費 

維持補修費 市が管理する建物や市道、農林道など公共用施設の修繕経費 

補助費等 各種団体や個人に対する補助金、市が参加する団体等への負担金など 

積立金 特定の支出目的や年度間の財源の不均衡の調整等に備え、積立てる経費 

投資及び出資金 公共的団体等の資本金を増やすことに要する経費 

貸付金 経済政策などにより市が企業や個人などに必要な資金の貸付を行う経費 

繰出金 
一般会計から国民健康保険事業や介護保険事業などの特別会計に支出

される経費 


